
中国経済連合会、九州経済連合会からの
本日のご説明内容

【中国経済連合会】

○中国地域の課題、取り組み

○下関北九州道路の必要性（効果、期待）

○関門連携委員会

【九州経済連合会】

○九州経済連合会の取り組み

○下関北九州道路建設促進協議会

○九州の産業と本州の結びつきの重要性

資料４



《中国経済連合会 中期事業方針(2025～2027)》

1



高規格道路に係る開通見通し公表の
継続的な実施

関西方面島 根

広 島

鳥 取

九州方面

山 口

小郡萩道路

下関北九州道路

中海・宍道湖８ の字ルート

山陰近畿自動車道

西広島ＢＰ

岡山倉敷道路

東広島廿日市道路a 福山本郷道路

倉敷福山道路

b
c d

山陽自動車道と並行する
高規格道路の早期整備

a

c

地域間の広域連携の促進

都市圏の機能・都市間連携の強化
供用中
事業中
調査中

高規格道路
凡例

b

d

美作岡山道路

■ 山陰道の早期全線開通
関西・九州間の基幹道路の強化
［開通率 約61％ 230／約380km］

高速道路の機能強化に資する
暫定２車線区間の４車線化、
スマートインターチェンジの早期整備
（吉備、篠坂、八本松、加計、高陽、安来）

都市圏道路の早期整備
（中海・宍道湖８の字ルート、西広島バイパス、
岡山環状道路等）

岡 山

202５.11 中経連総括要望 （高規格道路の早期整備）

《山陰の観光振興促進》

2

○下関北九州道路整備と合わせ、山陰道が全線開通すれば、直接、九州から山陰へという流れが

出来る。（山陰の産業活性化という課題の解決策の一つと考えている）山陰の観光振興にとって

大きなインパクト



○中国地域には、（転用できる技術を持った）半導体関連企業が多数存在しており、九州地域での

半導体関連産業の発展により、新たなサプライチェーンが形成される可能性

○「世界と戦う日本の半導体産業を地域から支える」との観点

《半導体関連産業における新たなサプライチェーンの形成》
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国内半導体
生産拠点

【中国地方における多様な半導体関連企業や研究機関の集積】

備後・井笠エリア

東広島・呉エリア

笠戸エリア

岩国・大竹
コンビナート

宇部・山陽小野田
コンビナート

周南
コンビナート

備後・井笠エリア
・・・国内有数の優れたものづくり企業の集積地
アドテックプラズマテクノロジー、ジェーイーエル、
フォックスコン福山テクノロジーズ、
三菱電機パワーデバイス製作所、ローツェ（いずれも福山市）
タツモ、フェニテックセミコンダクター（いずれも井原市）
エスタカヤ電子工業、ジェイ・イー・ティ、安田工業（いずれも里庄町）
ローム・ワコー（笠岡市）ほか

東広島・呉エリア
・・・世界をリードする研究・開発・量産と

高度人材育成の拠点
広島大学、ASMLジャパン、
東京エレクトロンFE、
マイクロンメモリ ジャパン（いずれも東広島市）
ディスコ（呉市）ほか

笠戸エリア
・・・日立製作所、日立ハイテクに関連する

ものづくり企業の集積地
日立ハイテク（下松市）ほか

岩国・大竹コンビナート、周南コンビナート、
宇部・山陽小野田コンビナート
・・・国内有数の素材・材料メーカー等の集積地
三井化学（大竹市・岩国市）、
東ソー、トクヤマ、日本ゼオン、レゾナック（周南市）
UBE、セントラル硝子（宇部市）ほか

装置、材料、
設備を供給

半導体を含む電子部品・デバイス・電子回路製造業（中分類）の
製造品出荷額

資料：「内閣府地域課題分析レポート（2024年夏号）」－半導体投
資による地域経済への影響－ に加筆

全国上位

資料：エレクトロニクス製造サプライチェーンの国際工業会HPに加筆

半導体の製造工程とサプライチェーン

【材料・設備供給】

半導体材料
部品・コンポーネント

（サブシステム） 工場設備

三井化学株式会社・
岩国大竹工場など

アドテックプラズマ
テクノロジーなど

ローツェなど

タツモなど

設計工程

【製造工程】

材料工程 前工程 後工程
回路・パターン設計 シリコンウェーハ

の製造
トランジスタの
形成

ウェーハから
半導体チップの形成

ディスコなど

＜ディスコの世界シェア＞

ダイシングソー※の世界シェアが約８割

（2025年6月時点）

資料：経済産業省商務情報政策局情報産業課
経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業
（半導体）について 抜粋

※半導体製造の後工程にて被加工物を個々のチップに切り分けるのに用
いられる精密加工装置(DISCOホームページより)

ダイシングソー

79%ディスコ

19%東京精密

本州を含む
国内外と取引

ディスコ

資料：中国経済産業局
中国地域未来戦略（案）2026年1月16日に加筆



【出展】中国経済産業局「中国地域戦略産業クラスター計画にかかる有識者検討会（2026/1/19）」

《コンビナートにおける産業構造の転換（エネルギー多消費型産業におけるGXの実現）》
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○CO2排出の多い、せとうちエリアの臨海コンビナートでは、2050年カーボンニュートラル実現に

向けて、産業構造の転換が大きな課題

○山口県が申請された「GX戦略地域」では、原燃料の転換に加え、新技術・製品の実証量産のため

の場所の提供やリサイクル素材の製造・供給の拠点作り 等を目指されているところ



土砂災害警戒区域

都道府県別
土砂災害警戒区域

順位 都道府県別 箇所数

1 広島県 47,880

3 島根県 32,213

6 山口県 25,729

25 岡山県 12,753 

40 鳥取県 6,232

【出展】都道府県別土砂災害警戒区域
（国土交通省 砂防部）

※ 土砂災害警戒区域とは、土石流、
急傾斜地の崩壊、地すべりの警戒区域
箇所数の合計値（2025/6/30時点）

全国の約２割

全国の約２割

○中国地域は、自然災害リスクの大きなエリアであり、地域道路ネットワークの強靱化、とりわけ

リダンダンシー（代替性・多重性）確保の重要性は極めて高い

《リダンダンシーの強化》
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○地元、関門地域では、リダンダンシー確保の観点から早急に必要との認識

○本州と九州との結節点であり、日本全体の物流ネットワークの強靱化にとっても、同様

《リダンダンシーの強化》

6
【出展】第1回本州・九州連携小委員会（3/2） 資料４ ５頁



内 容項 目

２００６年５月設 立

関門地域の一体的発展を図るため、観光、社会資本整備、産業振興、国際交流
等をはじめとする連携プロジェクトについて、調査・検討を行う。

目 的

委 員 長 曽我 德將（㈱山口銀行代表取締役頭取）
副委員長 清原 生郎（関門港湾建設㈱代表取締役社長）
副委員長 芦澤 俊介（日産自動車九州㈱代表取締役社長）
会 員 ５９団体

構 成

【２００６～２０１２年度】
観光や産業振興等について検討し、定住人口・交流人口の増加策など
をとりまとめ、地元行政等へ提言

【２０１３～２０２０年度】
地元自治体や経済団体と連携した下関北九州道路の整備促進活動を実施

【２０２１年度～】
下関北九州道路の整備促進に加え、関門地域の発展に関する事項を追加
した要望活動および関門地域の活性化に関する活動を実施

主な活動

関門連携委員会は、（一社）中国経済連合会と（一社）九州経済連合会の合同委員会と
して設置され、関門地域の一体的発展に向けて活動を展開

関門連携委員会の概要
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＜ 2025年度方針 ＞
2025年度は、新生シリコンアイランド九州の実現に向けた取組を強化するとともに、農林水産業の振興と輸出拡大など九州の強みを活かし
ながら九州の成長エンジンを伸ばしていく。また、地方創生2.0の追い風をとらえ、若者・女性に選ばれる地域づくりを推進するとともに、九州全
域の賃上げ機運の醸成を図り、成長と分配の好循環を実現していく。更に、九州の産学官のまとまりの良さを活かし、九州MaaSや、デジタルを
活用した災害対策の高度化などハード・ソフト両面からインフラ整備を推進し、自立型広域連携アイランドを目指していく。

九州将来ビジョン2030
実現に向けて取り組むべき10の課題とその関係図

第2期中期事業計画 11の重点戦略
（2024～26）

1.「新生シリコンアイランド
九州」の実現

2.各産業の高度化・持続
可能性向上・成長支援
3.GX推進および将来に
わたって産業と生活を支える
エネルギーの安定供給に
資する取組
4.産学官連携によるイノベー
ションエコシステム構築支援
5.アジア地域諸国・世界との
連携強化
6.産学官連携による高度
専門人材の育成支援

７.九州地域の経済・産業活性化
による所得・給与向上の取組

８.多様性・包摂性ある
風土の醸成

11.九州各地域に共通する課題・
九州全域に波及する課題の解決

９.ハード・ソフト両面のインフラ
整備と広域連携施策の推進

10.地域の暮らしと産業を守る
防災・減災機能の高度化支援
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< ２０２6計画（案） >

地域経済を支える交通インフラ整備に向けた取組の推進

・交通委員会や関連団体を中心とした、交通インフラ整備に関する要望活動の実施

・九州地域の持続的な経済成長に資する基盤整備に向けた機運醸成および働きかけの推進

交通インフラ整備促進

地域が一体となった政府等への要望活動
および機運醸成のための整備促進大会等の開催

ハードハード
地方創生や国土強靭化、産業振興のため
九州に必要なインフラ整備に向けた活動を強化

さらに

空港

新幹線

九州内の整備新幹線計画

福岡空港機能向上等検討委員会

地元の機運醸成を目指すイベント等
への後援、地域委員会での勉強会・意
見交換などを通じ、地域の状況を踏ま
え、政府のリーダーシップによる事業推
進に寄与する取り組みを実施

九経連とFIACを共同事務局とし、地
域の総意で、福岡空港の第二滑走路を
最大限に活用した機能向上等の早期実
現に向けた取り組みを実施

交通委員会

下関北九州道路建設促進協議会

東九州軸推進機構

より効果的な働きかけ
要望内容や手法をブラッシュアップ！
より効果的な働きかけ
要望内容や手法をブラッシュアップ！

国や自治体、関係者との連携強化
重要な取り組みを積極的に推進！
国や自治体、関係者との連携強化
重要な取り組みを積極的に推進！

【重点戦略９】ハード・ソフト両面のインフラ整備と広域連携施策の推進
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下関北九州道路の早期整備を促進し、地域間の交流拡大を図り、もって域内の産業、経済、文化及び観光の

活性化に寄与することを目的として1998年に設立

会長：池辺和弘 九経連会長（九州電力㈱代表取締役会長）／ 事務局：九経連 ／ 33団体（2026.3時点）

・トークセッション
(武内和久北九州市長・前田晋太郎下関市長)

・基調講演
(JAPIC下関北九州道路WGﾘｰﾀﾞｰ利穂吉彦氏)

・パネルディスカッション 他

4月25日
北九州芸術劇場(北九州市)
(ｵﾝﾗｲﾝで同時配信)

下関北九州道路
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
∼早期実現に向けて∼

2025年度総会議案について6月10日 書面開催第1回幹事会

① 2024年度事業報告
② 2024年度収支決算報告
③ 2025年度事業計画(案)
④ 2025年度収支予算(案)
⑤ 下関北九州道路の早期実現に関する要望(案)

7月16日 書面開催2025年度総会

「下関北九州道路の早期実現に関する要望」
国土交通省、国会議員他約230先へ郵送

8月13日要望活動

(下関北九州道路整備促進期成同盟会他と共催）
8月19日
ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ小倉(北九州市)

下関北九州道路整備
促進大会

(下関北九州道路整備促進期成同盟会他と共催）
11月10日
ﾎﾃﾙ ﾙﾎﾟｰﾙ麹町(東京都）
国土交通省･財務省･自民党

下関北九州道路整備
促進大会(中央大会）
・要望活動

◆2025年度の主な活動
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関門地域の周遊を促す ～関門ベイ・リング～

＜関門エリアを“もっと面白くする”ワークショップ＞

「橋のある未来」を想像し、下関と北九州のツインシティを
周遊する「関門ベイ・リング」の形成をイメージして、
このエリアの隠れた魅力と可能性について、地元大学生や
企業の若手社員と意見交換を実施。

▲イメージ図 出典：（一社）日本プロジェクト産業協議会（JAPIC）

日程： 2025年10月30日（木）
場所： 三宜楼 百畳間、 門司港栄町銀天街（まち歩き）
参加者： 大学生＋企業若手社員 （約40名）

企業がもつ周遊・回遊ツール＋当日のアイデア ⇒ 実装可能性

既存の直線的
な動き

関門ベイ・リング

周遊促進のために自転車道整備を！
⇒サイクルツーリズムへの期待大

地域に溶け込む橋へ！
⇒橋を活かしたインフラツーリズム

新たに創出したい
循環・回遊性

“通過型”から“滞在型”へ
⇒交流人口の拡大!!
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・九経連でも域内産業振興の観点から、関門地域の交通インフラ整備の重要性を認識
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九州・沖縄・山口への
半導体関連の設備投資の
経済波及効果が
2021年からの10年間で
合計

2３兆円にのぼると推計
（関連するインフラや不動産投資は含まない）

（（公財）九州経済調査協会）

合計100件超

５兆円超
（金額は公表企業分等の合計額）

出所：九州経済産業局資料を元に一部変更

２０３０年

６兆円以上 が予定
（（公財）九州経済調査協会）

九州の半導体産業の動向 企業の主な設備投資計画・立地協定
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デバイス応用企業
設計企業
デバイス生産工場
大学
研究機関・試作ライン
エネルギー管理・供給施
設
共同物流施設 etc.

「新生シリコンアイランド九州」グランドデザイン策定（2024.6 第45回九州地域戦略会議※）

※九州地方知事会と九経連他主要経済団体で構成。官民一体となって九州独自の発展戦略の研究や具体的施策の推進に取り組む。

「イノベーション・マルチハブ」
・国内外の多様な企業、大学・研究機関などのあらゆるセクターがつながり、ビジネスエコシステムを構築

・産学連携拠点を多極的に整備し、各拠点は戦略的に連携

期待される効果

下関北九州道路の整備により
本州とのつながりが強化されることで・・・

◆半導体サプライチェーンの強靭化

→日本の経済安全保障にもつながる

◆物流効率化による

ビジネスチャンスの拡大

◆人流・物流のパイプが強化

経済効果の更なる広域化

15



• 周防灘沿岸が完成車メーカーの集積地

– ４工場で約154万台

• 部品メーカーの厳しい立地条件

– 一次サプライヤは完成車メーカーから30分圏

– 二次サプライヤは１時間30分圏

• 緊急輸送や災害時のバックアップ等で高速道路を重視

• 1990年代の北部九州での自動車産業拡大期、立地の中心

は周防灘沿岸と高速道路沿線

– 東九州道の整備の遅れが大分以南への立地を妨げたひ

とつの要因

• メーカーの生産拠点集約化の動き

– 下関北九州道路の整備でサプライヤの広域化にも期待

出典：「下関北九州道路シンポジウム」(公財)九州経済調査協会発表資料より九経連作成

・自動車関連産業の事業所は北部九州に多く集積

・関門地域の交通インフラは完成車と部品の
輸送上極めて重要
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■地域ブロック別農業産出額と部門別構成（2022年） ■県別にみた農業産出額と部門別構成（2022年）

出典）九経調「図説九州経済2025」より引用 出所）九経調「図説九州経済2025」より引用

出典：「下関北九州道路シンポジウム」(公財)九州経済調査協会発表資料より九経連作成

・関東に次いで地域ブロックで全国２位、1.9兆円の規模

・九州から他地域への輸送ルートとして関門地域は極めて重要
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出典：「下関北九州道路シンポジウム」㈱北九州青果 発表資料より九経連作成

・特に生鮮食品の輸送はトラックに依存

・域外への輸送に加え九州の食料の安定供給のために、関門地域の交通インフラは極めて重要

北九州市中央卸売市場 主要品目産地別カレンダー（野菜）

→同じ品目でも季節により物流の向きが異なる

「Marukita Logistics Base」
(丸北物流拠点 2023年竣工 北九州市）

・7000㎡の大型冷蔵倉庫
・「2024年問題」への対応のため
物流集約拠点として整備
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・第３期九州創生アクションプランで、官民・広域連携で取り組むプロジェクトを取りまとめ。

・特に７つの官民広域連携プロジェクト（「ＱＸプロジェクト」）を重点的に推進。

・「広域交通ネットワーク整備推進」は「横断的な視点」として位置付け。

総務省広域リージョン連携要
綱に基づく「広域リージョン
宣言」を発出（2025年10月）

九州地域戦略会議「第3期九州創生アクションプラン」より 19


